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貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1

単位 達成率

％ 34.2 (2019) 32.1 (意識調査'23) 40 80.3

単位 達成率

人 156,437 (2019) 141,790 180,000 78.8

人 5,990 (2019) 7,720 8,000 96.5

事業 コスト

現状維持 現状維持

拡充 現状維持

拡充 拡大

現状維持 拡大

現状維持 現状維持

拡充 現状維持

拡充 拡大

拡充 拡大

縮小 現状維持

現状維持 拡大

旧上高井郡役所管理事

業
高い 有効 変わらない

歴史的建造物である旧上高井郡役所を市民の交流施設として活用しているが、老朽化により施

設維持が難しいこと文書を保存活用する施設としての担当課へ所管替えをしていきたい
◆旧上高井郡役所整備

事業
普通 有効 向上

文化財である旧上高井郡役所の保存に伴い、市民の交流の場としても活用するために老朽化した

照明のＬＥＤ化を行い消費電力量の軽減を図る

生涯学習センター管理事

業
普通 有効 変わらない

◆生涯学習センター整備

事業
普通 普通 向上

長年の懸案試行であった駐車場不足を解消するために老朽化している西館等を取壊して跡地に駐

車場を整備するとともに避難所としての充実を図る

◆臥竜山公会堂整備事

業
事務事業評価なし

臥竜山公会堂管理事業 普通 あまり有効ではない 変わらない
利用しやすいように畳の大広間に机と椅子を購入して、施設の利便性を高める努力をしているが、

なかなか利用拡大に繋がっていない。花見シーズン以外の利用拡大を図る必要がある

向上 照明器具をＬＥＤ化したことにより消費電力量の節減を図り、施設の長寿命化を図ることができた

団体や個人が生涯学習や社会教育を学ぶために拠点となる身近な公共施設として施設の維持管

理に努める必要がある

市民が気軽に利用できる公共施設として施設・設備機能の充実を図ることにより、利用団体等がよ

り快適で安全な環境で学習や交流を深めるために施設維持に努める

今後も参加者が気軽に参加できる新規講座などを積極的に企画して、学びを基礎とした「ひとづく

り、つながりづくり、地域づくり」を進めるとともに高頭との連携を進めながら満足度を高めていく

公民館活動事業 高い 有効 変わらない
生涯にわたり生きがいを求め、様々な学習活動、文化活動、地域づくり活動等に取り組む意欲に応

えるため、魅力ある成人講座などの各種講座を企画開催することが求められる

◆公民館整備事業 普通 有効

◆生涯学習推進事業 高い 有効 変わらない

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

公民館人権教育推進事

業

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

必要不可欠 普通 変わらない
同和問題をはじめあらゆる差別をなくし、住みよい暮らし、良い地域社会を築くため、町別人権問題

学習会の支援等を図り市民の人権意識を高める

公民館管理事業 高い 普通 変わらない

新型コロナウイルス感染症の分類が５月から見

直しされたが、この間休会・解散になったサーク

ルも多く、十分な利用が見込めなかった。

A 出前講座の延受講者数

新型コロナウイルス感染症の分類が5月から見

直されたことや出前講座の浸透や時代に応じ

た講座の提供等により要望が増えており概ね

目標値に近づいている

C 生涯学習センター・地域公民館等の延べ使用者数

達成率の主な要因等

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 生涯学習推進課

評価者

施 策 の

目指す姿
生涯にわたって学びたいときに学べる機会と場所があり、市民同士が互いを高め合えるまちを目指します。

社会共創部長 担当者 生涯学習推進課長 担当者

担当者 担当者

基本目標 一人ひとりが学び、高め合うまち

基本施策 主体的に学び合い、学びを生かすことができるまちづくり

施 策
総合

戦略
多様な生涯学習の推進

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「生涯学習の機会充実」の満足度
2019年度に比べ2.1％下回り、目標値に比べても約８％下

回っている。参加したくなるような講座等の企画と施設を気軽

に利用しやすい取組が必要



拡充

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

生涯学習の学びをすることで生活に様々な楽しみや生きがいを持つことができる、新しいコミュニティを形成することができる、視野が広がる、

豊かな老後につながるなど学びを通じてひとづくり、つながりづくり、地域づくりに活かすことが重要であることから市民のニーズを把握し、事業の

見直しなどを行い身近で魅力のある事業を企画して市民の満足度を高めていきたい

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

災害の避難場所（所）にもなっていることや施設利用者の安心安全に使用していただくために施設の充実を図ていく必要がある。また、建

築年数が古い施設が多く、今後の維持管理費が増大することが予想されるため、利用状況などを考慮しながら今後のあり方について検討

する必要がある。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

各地域公民館単位で組織されている地域づくり推進委員会などと地域活性化や地域の課題解決に向けて、共創のまちづくりに向けた取り

組みを継続していく必要がある

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和

教育・持続可能な都市・実施手段・パートナーシップの視点から見て、実施手段・パートナーシップが重要である。誰一人取り残さされない

ようにＤＸ化を進め生涯学習の推進を図っていく必要がある

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） 高齢者の増加、就労年齢の上昇、事業の魅力及び施設のＰＲ不足などが考えられるため、毎年実施している講座等の見直しや新規講

座、創意工夫した自主事業等の企画、施設利用方法（通年子ども学習室、コミュニティスペース、個人教育活動等）や施設のあり方、民

間企業等と連携した更なる促進、交流目的の販売活動等の積極的な活用等について検討し、目標達成に向けて努力していく。
C:やや遅れている

手段の最適性

学習の成果を発表する

場の提供

各公民館で実施している文化祭や広報須坂、公民館館だより、SNS

等において、利用団体が学習の成果を発表することができた。また、生

涯学習センターや臥竜山公会堂の展示スペースを絵画、書道、写真、

生涯学習推進委員の学習発表の場として提供した。

広報須坂や公民館館だよりで定期的に学習活動や事業

などの情報を掲載しているが、見てもらうにはＳＮＳなどを

活用して広く情報発信をしていくことが大切である

公民館利用団体等へ働きかけ、学習の成果を発表することが喜びとな

り、学ぶ意識の向上や生活に様々な楽しみや生きがいを持てるように支

援をしていく必要がある。また、ＳＮＳなどの活用や、生涯学習センタの

展示スペースは個人の学習発表の場として提供する。

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

学習機会の拡大と充実

少年・成年などの講座の開催や女性・高齢者の学習支援、地

域づくり推進委員会との連携、コミュニティスクール、公民分館

への支援、地域連携や創意工夫による自主事業を行うことが

できた。また、ＬＥＤ化など施設整備に努めた

市民の学習ニーズを把握し、既存事業の見直しと新規事業を

企画する。特に高齢者以下の年齢層向けの講座等の充実を

図る必要がある。また、公民館の利用率が低いことから利用の

拡大を図る必要がある

講座リスト・講師リストによる情報共有、アンケート等による学習ニーズ

の把握、地域公民館間・部門間連携や創意工夫による自主事業の

実施、青年向けの講座等の企画をして多様な学習機会を提供する。

市民が気軽に施設利用できる施設の在り方を検討する必要がある

拡充

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性



計画 3年目
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貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 33.9 (2019) 35 (意識調査'23) 50 70

％ 18.4 (2019) 20.6 (意識調査'23) 30 68.7

％ 20.6 (2019) 20.4 (意識調査'23) 30 68

単位 達成率

人 32,584 (2019) 18,140 50,000 36.3

人 81,170 (2019) 57,194 90,000 63.5

事業 コスト

現状維持 縮小

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 縮小

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 拡大

現状維持 現状維持

現状維持 拡大

現状維持 現状維持文書館管理運営事業 高い 有効 変わらない 古文書の収集保管、活用をさらに博物館等と連携して進めていく必要がある。

◆文化施設整備事業 高い 有効 変わらない 実施計画の目指す姿を醸成するため、施設の安全性を最優先し、施設の整備を進める。

◆伝統的建造物群保存

事業
高い 有効 変わらない

須坂らしい歴史的景観を受け継がれ住民の共有の財産として後世に継承するとともに、まちづくりの

活用や生活環境、文化的環境の向上と活力あるまちづくりの推進が必要である。

文化施設管理事業 高い 有効 変わらない
実施計画の目指す姿を醸成するため、創意工夫による事業の刷新や利用者の満足度・利用数の

向上、誰でもが継続的に利用でき管理運営等に取り組んでいく必要がある。

文化財調査研究事業 必要不可欠 有効 変わらない

文化財保存活用事業 高い 有効 変わらない
実施計画の目指す姿を醸成するため、保存活用を基本に刷新を図りつつ、文化財への親しみや理

解を進めていくことが不可欠である。

博物館管理運営事業 普通 有効 変わらない
実施計画の目指す姿を醸成するため、機能分散型総合博物館の推進するため、市民や地域と一

体となる取組みや、横断的連携による文化芸術振興のまちづくりが必要。

◆図書館整備事業 高い 有効 変わらない 実施計画の目指す姿を醸成するため、図書館を長く使用するため、施設の維持管理に努める。

変わらない
実施計画の目指す姿を醸成するため、図書館の原点に立ち、学びの支援と活字文化の継承を創

意工夫し、事業の刷新や利用者の満足度・利用数の向上、誰でもが継続的に利用でき管理運営

スポーツ協会の指定管理事業となっているが、施設について今の社会情勢や時代に即した施設意

義と用途を検討し、施設の在り方の方向性から施設整備を図る必要がある。

実施計画の目指す姿を醸成するため、埋蔵文化財の調査結果を学びに活かしていくことが必要で

ある。

事務事業評価なし

文化活動振興事業 高い 有効 変わらない
実施計画の目指す姿を醸成するため、文化・芸術・歴史を大切にしたまちづくりの推進のため支援

や保存を継続していく必要がある。

図書館管理運営事業 高い 有効

◆博物館整備事業

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

創造の家管理事業

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

普通 普通 変わらない
スポーツ協会の指定管理事業となっているが、施設について今の社会情勢や時代に即した施設意

義と用途を検討し、施設の在り方の方向性が必要である。

◆創造の家整備事業 高い 有効 向上

コロナ感染症の行動制限も解除され、各種展示事

業も再開してきたが、消費行動の慎重姿勢の残存

や、物価上昇に伴う実質的な所得の減少の影響も

あり、入館者の回復には至っていないと考えられる。

C メセナホール入館者数

コロナ感染症の行動制限も解除され、各種イベント

や公演も再開してきたが、消費行動の慎重姿勢の残

存や、物価上昇に伴う実質的な所得の減少の影響

もあり、入館者の回復には至っていないと考えられる。

C 機能分散型総合博物館入館者数

「地域の伝統行事に参加するなど、文化の継承に取り組んで

いる」人の割合

コロナ禍での行動制限や活動自粛が数値

低下の要因の一つかと思われる

達成率の主な要因等

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 文化スポーツ課

評価者

施 策 の

目指す姿
地域の歴史・文化や芸術を市民が学び、親しみ、活躍するまちを目指します。

社会共創部長 担当者 文化スポーツ課長 担当者

担当者 担当者

基本目標 一人ひとりが学び、高め合うまち

基本施策 文化・芸術・スポーツ活動に熱心なまちづくり

施 策 文化・芸術・交流活動の推進と継承

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「生涯学習・文化芸術・歴史を大切にしたまちづくりの推進」の

満足度

コロナ禍での余暇の楽しみ方として文化芸術等に触

れる機会があり、向上したのではないかと思われる

「生涯学習・文化芸術に親しみ、地域のみなさんと一緒に活

動に取り組んでいる」人の割合

コロナ禍での行動制限や活動自粛が要因

の一つかと思われる



現状維持

現状維持

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

歴史的、伝統的有形・無形の文化遺産を保存し、かつ、その活用を図り、もって市民文化の創造の糧とし、後世に伝承するため、郷土の

財産として個人ではなく公として行政が関わり、推進する必要がある。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

文化財の経年劣化は避けられないものであり、維持管理、保存活用には費用を要してしまうが、文化財保護法や各種財源の確保活用を

念頭に置きつつ、優先順位付けをしコスト縮減を心がけていく。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

市内各地域で受け継がれる文化財や伝統行事の担い手を確保しながら受けついていただいているとともに、郷土の財産として後世に伝承

すべきものは、行政が維持管理・保存活用を推進するなど、それぞれの役割を担い、必要がある。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和

全ての人に公平で質の高い教育を提供し、文化芸術・歴史に触れる機会を設けていきます。(目標4)

全ての人が文化芸術を含めたインフラを利用できることをめざします。（目標9）

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） コロナ感染症の行動制限も解除され、各種展示事業も再開してきたが、消費行動の慎重姿勢の残存や、物価上昇

に伴う実質的な所得の減少の影響もあり、文化芸術・歴史に触れることのできる所管施設の入館者数も回復には

至っておらず、目標達成には至っていない。
C:やや遅れている

手段の最適性

文化財保存・活用の推

進

「須坂のまるごと博物館」サイト等により情報発信を行うことで、文化財保護に

関わる情報を提供し、文化財への興味関心の醸成に資することができた。

各種指定文化財について適切な管理を行い、良好な状態で保存できた。

埋蔵文化財の調査確認等を実施し、適切な保護が図られた。

成果指標に設定した施策満足度や取組んでいる人の割合を

高めるためには、さらに広く周知するための広報手段をより充実

させ、各種事業への参加者の意向をアンケートやヒアリングなど

意向を確認する必要がある。

施策事業の参加者をはじめとした市民満足度や取組んでいる

人の割合を高めるため、参加者や関わる方々のニーズを把握

し、施策推進を図ることを念頭に事業を推進する。

文化芸術活動の支援

須坂市文化振興事業団が行う、自主事業及び須坂市文化芸術協会が実

施する市民の文化芸術の普及事業を支援し、市民に文化芸術鑑賞・発表の

場を提供することから文化意識を高め、市民による文化活動の促進が図れた。

信州岩波講座等の文化芸術活動を市内外に広くアピールし、市民が中心とな

り地域社会の日常に根ざした文化活動に対する支援を行った。

成果指標に設定した施策満足度や取組んでいる人の割合を

高めるためには、さらに広く周知するための広報手段をより充実

させ、各種事業への参加者の意向をアンケートやヒアリングなど

意向を確認する必要がある。

施策事業の参加者をはじめとした市民満足度や取組んでいる

人の割合を高めるため、参加者や関わる方々のニーズを把握

し、施策推進を図ることを念頭に事業を推進する。

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

全市をフィールドとした取

組みの展開

博物館事業をはじめとした、資料収集の公募やワークショップや学習会の開

催、また学校との連携を進め、施策事業を活性化するとともに、地域や住民の

皆さんとつながることができ、「まるごと博物館」の具現化『「ひと」「こと」「もの」を

つなぐ文化芸術振興』に向けた取り組みができた。

成果指標に設定した施策満足度や取組んでいる人の割合を

高めるためには、さらに広く周知するための広報手段をより充実

させ、各種事業への参加者の意向をアンケートやヒアリングなど

意向を確認する必要がある。

施策事業の参加者をはじめとした市民満足度や取組んでいる

人の割合を高めるため、参加者や関わる方々のニーズを把握

し、施策推進を図ることを念頭に事業を推進する。

現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性



計画 3年目

4

7

14

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 36.4 (意識調査'23) 40 91

単位 達成率

人 4,172 (2019) 3,521 4,200 83.8

人 1,356 (2019) 1,098 1,400 78.4

回 5.5 (2019) 4.8 6 80

事業 コスト

拡充 拡大

拡充 拡大

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

基本目標 一人ひとりが学び、高め合うまち

基本施策 文化・芸術・スポーツ活動に熱心なまちづくり

施 策 スポーツ活動の充実

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「日頃スポーツをする・観る・関わっている」人の割合
コロナ5類移行に伴い回復の兆しが見られ

る。

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 文化スポーツ課

評価者

施 策 の

目指す姿
スポーツを通じ、健康で生き生きと学び挑戦する心を育み、地域の連帯感や活力が醸成されるまちを目指します。

社会共創部長 担当者 文化スポーツ課スポーツ振興担当課長 担当者

担当者 担当者

達成率の主な要因等

昨年に比べ構成人数は微増した。

C 子ども向けスポーツ教室の参加人数
コロナの5類移行に伴い回復の兆しが見ら

れるが、参加者数は昨年より微減した。

C スポーツ協会構成人数

C 市民一人あたりのスポーツ施設利用回数
コロナ5類移行に伴い回復の兆しが見られ

る。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

高い 普通 やや向上
施設整備の要望はあるものの、コストが過大であるため使用料の見直しが必要。また、福島スポーツ

広場の土地賃借料もコスト削減が必要。

◆体育施設整備事業 高い 有効 やや向上

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

体育施設管理事業

◆生涯スポーツ事業 高い 有効 やや向上
2028年度に開催される国民スポーツ大会の準備をすすめるにあたり人員体制や、当市の開催競

技であるトランポリン競技の普及が課題である。

体育団体等助成事業 高い 有効 変わらない
少子化高齢化により、スポーツ協会加盟団体数及びその会員数が減少傾向にあるが、当市のス

ポーツ振興のため、引き続きスポーツ協会及びスポーツ団体を支援していく必要がある。



拡充

現状維持

拡充

拡充

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

スポーツ事業の充実 ニュースポーツ研修会、キッズスポーツ教室を実施した。
ニュースポーツ研修会、キッズスポーツ教室の参加者数の

増加を図る必要がある。

ニュースポーツを普及させるためスポーツ推進員の研修会

の開催や、キッズスポーツ教室の開催（業務委託）により

更なる普及に努める。

拡充

指導者の育成
スポーツ推進委員を対象に、ニュースポーツの研修会及

び、ワンバウンドふらば～るバレー審判講習会を開催した。

指導者の育成のため、長野県の研修なども積極的に取り

入れていきたい。

年齢や性別、障がい者と健常者誰でも楽しめるスポーツを

普及させるため、スポーツ推進委員などと協力して普及に

努める。

スポーツ団体等の活動

支援

スポーツ協会に補助金を交付し、加盟競技団体、大会の

開催、競技者の育成等の支援を行った。

コロナが５類に移行したことで、各競技団体による大会開

催や活動が再開されたが、指標達成のため引き続き支援

による育成が必要である。

各競技団体による大会開催や活動の推進を図るため、

引き続き支援が必要である。

スポーツ施設の充実と維

持管理
各施設の不具合個所を優先順位付け修繕を行った。

スポーツ施設の老朽化が進んでいる。が、大規模修繕は

多額の費用がかかる。

スポーツ施設の維持管理は、安全面からも必要不可欠で

あるため、施設使用者やスポーツ団体等の要望を踏まえ

計画的に施設整備を図る必要がある。

学校体育施設の有効

利用

コロナの５類に移行いより、2023年度は82,748人の利

用(前年度より2,698人増)があった。

新予約システムが導入されたが、利用団体や個人へのフォ

ローが必要である。

学校施設についても設備等の老朽化が進んでおり、施設

使用者やスポーツ団体等の要望を踏まえ、安全面からも

計画的に施設整備を図る必要がある。

B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

スポーツによる健康への効果は多面的であり（血液循環がよくなる・心疾患の危険性を減らす・高血圧の予防改善・筋力を増す・体 重コ

ントロールに有効である・骨量減少を防止する・睡眠障害を改善する・心理的緊張を緩和す）、生活習慣病を予防する医学的効果や体

力向上などの効果があることからも積極的に推進する必要がある。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化
施設管理費の軽減のため、地代が高額であった米持マレットゴルフ場を廃止した。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

住民が主体的に運営するスポーツ団体が行う地域におけるスポーツの振興のための事業への支援、住民が快適にスポーツを行い相互に交

流を深めることができるスポーツ施設の整備に努めていく。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
ライフステージに応じたスポーツ活動により健康な生活を営む

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） コロナが５類に移行したことで、大会の開催や、個人での活動がふえたことで、スポーツが生活の一部となってきている。

2028年国民スポーツ大会は、当市でトランポリン競技が開催されることから、 更なるスポーツ振興のため推進をしてい

きたい。


